
事業番号 ０５９８
　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 仕事と生活の調和の推進に必要な経費 担当部局庁 労働基準局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成18年度 担当課室 労働条件政策課 田中　誠二

会計区分 労働保険特別会計労災勘定 施策名
Ⅱ-2-5　労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と
生活の調和推進対策を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

労働時間等の設定の』改善に関する特別措置
法（以下、「労働時間等設定改善法」）第３条第１
項
労働者災害補償保険法施行規則第25条及び第
28条

関係する計画、
通知等

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章
仕事と生活の調和推進のための行動指針（平成19年12月18
日策定）
労働時間等設定改善指針（平成20年厚生労働省告示108号）
犯罪被害者等基本計画（平成17年12月27日閣議決定）
新たな情報通信技術戦略（平成22年５月11日策定）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

①　労働時間等設定改善推進助成金、②　職場意識改善助成金及び③　特に配慮を必要とする労働者に対する休暇制度の普及
事業
　労働時間等設定改善法に基づき、企業等に対する支援事業を実施し、企業や事業場における労使の自主的取組を推進すること
により、長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進、特に配慮を必要とする労働者に対する休暇の普及等、労働時間等の設
定の改善の促進を図る。

④　テレワーク相談センター事業、⑤　テレワーク・セミナー実施事業
　高齢者や障がい者などの社会参加の促進や子育て・介護のために休職を余儀なくされている女性など様々な働き方を希望する
者の就業機会の創出及び地域活性化等に資するテレワークの一層の普及拡大に向け、環境整備、普及啓発等を推進する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①　労働時間等設定改善推進助成金
　労働時間等の設定の改善のために、参加事業場の現状把握や意識調査等を行い好事例集等の周知や傘下事業場への巡回指
導等を行う中小企業団体に対し、その経費を助成（上限6,000千円）する。

②　職場意識改善助成金
　労働時間等の設定の改善を通じた職場意識の改善を促進するため、労働時間等設定改善委員会の設置や年次有給休暇の取
得促進のための措置、所定外労働時間削減のための措置等を盛り込んだ職場意識改善に係る計画を作成し、この計画に基づく
措置を効果的に実施した中小企業事業主に対し助成（上限1,000千円）する。

③　特に配慮を必要とする労働者に対する休暇制度の普及事業
　地域活動やボランティア活動への参加、犯罪等の被害に遭った労働者の被害の回復、または裁判員制度における裁判員として
の活動に必要な休暇等、特に配慮を必要とする労働者に対する休暇制度について、事業主を対象とするセミナーの開催、休暇導
入事例集の作成、導入等状況・意識のあり方等に関する調査を行う。

④　テレワーク相談センター事業
　テレワーク相談センターに専門相談員を配置し、直接訪問や電子メール、電話によるテレワーク導入・実施時の労務管理上の課
題等についての相談・助言等を行う。

⑤　テレワーク・セミナー実施事業
　全国７箇所におけるセミナーの実施により、テレワーク実施時の労務管理上の留意点について周知を図るとともに、テレワーク導
入事業場による成功事例の紹介を行う。

実施方法 ☑直接実施　　　　　　　☑業務委託等　　　　　　　☑補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

0 0 0

計

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 1,038 1,552 1,506 1,369 1,261

補正予算 0

繰越し等 0 0 0 0

1,038 1,552 1,506 1,369 1,261

執行額 784 948 1,091

執行率（％） 75.5% 61.1% 72.4%

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 20年度 21年度

％ 46.2 52.1

％

22年度
目標値

（23年度）

労働時間等の課題について労使が話合いの機会を
設けている事業場の割合を100％とする。

成果実績 ％ 46.2 52.1 40.5 前年以上

達成度 40.5

週労働時間60時間以上の雇用者の割合を、平成20
年の10％から半減させ、平成32年までに5％とする。

成果実績 ポイント ±0 -0.8 -0.6 -1.0

達成度 0.0 16.0 12.0

年次有給休暇取得率を、平成32年までに70％とす
る。

成果実績 ％ 47.4 47.1 ― 51.3

達成度 ％ 67.7 67.3 ―



20年度 21年度

-

22年度 23年度活動見込

労働時間等設定改善推進助成金の支給団体数

活動実績

（当初見込
み）

件
48 35 29 -

(        -        ) (      14       )

職場意識改善助成金の支給件数

活動実績

（当初見込
み）

件
279 368 -

(        -        ) (      386      )

30代男性の週労働時間60時間以上の就業者の割合

活動実績

（当初見込
み）

％
20.0 18.0 18.7 -

(   前年以下   ) (   前年以下  )

特別な休暇制度普及率

活動実績

（当初見込
み）

％
72.0 46.0 64.0 -

(   前年以上   ) (   前年以上  )

テレワーク相談センターに対する相談件数を８０
０件とする。

活動実績

（当初見込
み）

件
501 787 1076 -

- (        -        ) (   800   )

単位当たり
コスト

　　　　　　３９，０３３　　（円／件） 算出根拠
分子（Ｘ）＝テレワーク相談センター事業経費
分母（Ｙ）＝テレワーク相談センターに対する相談件数

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

諸謝金 287,504 305,272 助成金の支給件数見直しに伴う減等

6,090 7,553

委員等旅費 14,951 29,808

職員旅費

庁費 137,752 119,408

委託費 124,053 118,218

助成金 798,625 681,000

計 1,368,975 1,261,259

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳



事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

事業実績を勘案し、必要な予算要求を行う。

予算監視・効率化チームの所見

一部改善
仕事と生活の調和の推進に必要な経費については、予算に不要が生じていることから、予算と執行の乖離の要因を分析し、予算を
縮減すること。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

労働時間等設定改善推進助成金等について、支給実績を踏まえて、支給件数を見直したこと等に伴う減　（反映額：１０７百万円）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



①　労働時間等設定改善推進助成金

②　職場意識改善助成金

③　特に配慮を必要とする労働者に対する休暇制度の普及事業

④　テレワーク相談センター事業

⑤　テレワーク・セミナー実施事業

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

都道府県労働局 
３２百万円 

事業実施団体の承認、支給審査等の事業 

Ａ.中小企業事業主団体等（２９団体） 
３２百万円 

傘下事業場の現状や意識調査等を行い好事例集

等の周知や巡回指導等を行う。 

都道府県労働局 
５９７百万円 

職場意識改善に計画の認定、助成金の支給決定 

中小企業事業主（８４４事業主） 
５９７百万円 

職場意識改善に係る計画を作成し、この計画に

基づく措置を効果的に実施 

Ｂ.東京海上日動リスクコンサルティング（株） 
４２百万円 

Ｃ.東京海上日動リスクコンサルティング（株） 
４百万円 

厚生労働省 
４６百万円 

事業管理、受託者への指導 

導入等状況・意識のあり方等に関する調査 

【一般競争入札】 【総合評価入札】 

事業主を対象とするセミナーの開催、休暇

導入事例集の作成 

厚生労働省 
４２百万円 

事業管理、受託者への指導 

Ｄ.（社）日本テレワーク協会 
４２百万円 

テレワークに関する労務管理についての相談・助

言を行うテレワーク相談センターの設置・運営 

【企画競争】 

厚生労働省 
１３百万円 

事業管理、受託者への指導 

Ｅ.（社）日本テレワーク協会 
１３百万円 

事業主、労働者等を対象として、テレワークに係る

労務管理や労働関係法令等に関するセミナーの

【総合評価入札】 



主任研究員、研究員 1.5

人件費 主席研究員、主任研修員、研究員、セ
イフティコンサルタント

31.5

旅費 交通費、宿泊費 1.6

消費税

謝金 セミナー講師等 2.8

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.滋賀県板金工業組合 E.（社）日本テレワーク協会

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

助成金

方針策定等の事業 0.5

好事例の収集、普及啓発の事業 0.4 旅費 セミナー講師等 1.2

セミナー開催の事業 0.5 庁費 印刷費、会場費。集客費用等 6.7

巡回指導等の事業 0.5 その他経費 管理費、消費税 1.9

設定改善プランの策定に向けた懇談
会の設置等の事業

0.2

現状及び問題点の把握等の事業 0.3

セミナー開催の事業（20～30代労働
者について）

0.3

計 2.7 計 12.6

B.東京海上日動リスクコンサルティング（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

諸謝金 セミナー開催費 1.3

庁費 印刷費、郵送費等 5.6

2.0

計 42.0 計 0

C.東京海上日動リスクコンサルティング（株） G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

印刷費 ラベル、調査票、封筒印刷費用等 0.6

人件費

通信費 督促はがき代等 1.6

その他経費 消耗品（ファイル）、消費税等 0.2

使　途 金　額
(百万円）

計 3.9 計 0

5.3

D.（社）テレワーク協会 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

人件費
相談員 10.7

事務所借料 相談センター事務所借料 4.8

広報経費 広報用パンフレット作成等 13.6

事務職員

その他経費 電話代、ＨＰ運営経費、消費税等 7.5

計 41.9 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ.東京海上日動リスクコンサルティング（株）

Ｃ.東京海上日動リスクコンサルティング（株）

Ｄ.（社）日本テレワーク協会

Ｅ.（社）日本テレワーク協会

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 滋賀県板金工業組合
傘下事業場の現状や意識調査等を行い好事例集等の周知や巡回指
導等を行う。 2.7

2 大阪府製本工業組合
傘下事業場の現状や意識調査等を行い好事例集等の周知や巡回指
導等を行う。 1.8

3 和歌山県板金工業組合
傘下事業場の現状や意識調査等を行い好事例集等の周知や巡回指
導等を行う。 1.8

4 大分県菓子工業組合
傘下事業場の現状や意識調査等を行い好事例集等の周知や巡回指
導等を行う。 1.6

5 島根県板金工業組合
傘下事業場の現状や意識調査等を行い好事例集等の周知や巡回指
導等を行う。 1.6

6
静岡県建設業能力開発
協会

傘下事業場の現状や意識調査等を行い好事例集等の周知や巡回指
導等を行う。 1.6

7
沖縄県食肉事業協同組
合連合会

傘下事業場の現状や意識調査等を行い好事例集等の周知や巡回指
導等を行う。 1.5

8 香川県食肉事業協同組合
傘下事業場の現状や意識調査等を行い好事例集等の周知や巡回指
導等を行う。 1.5

9 湖西金属工業協同組合
傘下事業場の現状や意識調査等を行い好事例集等の周知や巡回指
導等を行う。 1.4

10 （社）川崎北工業会
傘下事業場の現状や意識調査等を行い好事例集等の周知や巡回指
導等を行う。 1.3

※平成22年度予算額には、平成21年度第Ⅱ期及び平成22年度第Ⅰ期分が計上されているため、平成22年度第Ⅰ期分について
の支出実績をもとに作成。
※支出額は四捨五入している。

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
東京海上日動リスクコン
サルティング

特に配慮を必要とする休暇制度に関する事業主を対象とするセミ
ナーの開催、休暇導入事例集の作成

42 6 63%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
東京海上日動リスクコン
サルティング

特に配慮を必要とする休暇制度の導入等状況・意識のあり方等に関
する調査

4 13 80%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （社）日本テレワーク協会
テレワークに関する労務管理についての相談・助言を行うテレワーク
相談センターの設置・運営

42 1 91%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （社）日本テレワーク協会
事業主、労働者等を対象として、テレワークに係る労務管理や労働
関係法令等に関するセミナーの実施

13 3 68%
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